心理社会的支援研究2017年3月第7集巻頭言 by 濱野 清志
1巻　頭　言
臨床心理学部　学部長　濱野　清志
心理社会的支援の第 7集がまとめられ、今年度から電子出版というかたちで公にするという運び
となりました。今年度は、「多様な職域に従事する保育士の専門特性に関する検討 1」「『対等性』と『相
補性』の中での精神の回復」「接続期における運動遊びに関する研究」「高齢者ケアをめぐる課題」「『学
校インターンシップ』の学びと教員養成」「教育福祉心理学基礎演習（保育福祉心理専攻クラス）で
の実践」と、本教育福祉心理学科特有の問題をめぐる論考と、報告が提出されています。
日本の教育、福祉をめぐる私たちの社会的政治的環境は、少子高齢化という人口動態の変化に応
じて日々変化し、これまでにない状況にどのように応じていくつもりがあるのか、その問いが私た
ち大学教育に携わる専門家に突きつけられています。この変化に対応した教育の場をどのように設
定していくか、実際、そのことに多くの議論の時間を割かなければならない状況がずっと続いてい
るように思います。
大学という高等教育機関ではいったい何をしていくとよいのか、その問いに答えるのは容易なこ
とではありません。1990年代前後から今日に向かって、日本では非常にたくさんの数の大学が生まれ、
教育も大きなビジネスとして展開してきたとさえ思われる時期が続いてきました。しかし、2018年
からは大学進学学生数はどんどんと減少していく見通しであり、もしビジネスという点で見るなら、
大学経営ははっきりと構造不況業種に位置づけられる状況に至っています。
企業が倒産すると、その従業員の生活を含め、さまざまな問題を招来しますが、それと同じこと
が全国的に見て大学という教育の場で生じようとしているわけです。この観点からみると、これは
日本の教育システムが大きな危機を迎えているということでもあり、一私立大学がどうこうしたと
ころで、どうしようもなく大きな問題となってきているといえるでしょう。国家的施策として根本
的検討が求められるところです。
高等教育機関としての大学は、これまで、初等・中等教育とは異なり、高度な専門家、専門職業
人を生むための機関であることを一応のところ自認しつつ進んできましたが、すべての大学がそん
なふうには進まないのであって、大学も、研究者養成、研究機関という位置づけから、若者を育て
る教育機関に軸足を置く、あるいは地域社会の活性化と文化的生活の質の向上を図る拠点として、
もしくは地域の産業との連携拠点として軸足を置くなど、多様化したあり方を模索するようになっ
てきています。
この大きな流れに私たち京都文教大学も大きく影響を受けつつ、臨床心理学部における教育福祉
心理学科はいったい何をこの社会に提供できる場であるのか、教員一同真剣に検討しているところ
ですが、私たちの強みは、そういった社会の問題そのものが、学科の専門的活動の内容でもあると
ころです。専門家としての活動はすなわち社会との連携であり、若者の教育そのものとつながります。
その利を生かして、最適の道を探っていきたいと思っています。
